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ニュー ジーラン ドにおける

抗生物質を用いないアメリカ腐姐病の防除

ヨーロッパ (Plagemann,1991)や南北アメ

リカ (Shimanuki,1999;Alippi,1994)では

最近,抗生物質に耐性のあるアメリカ腐姐病菌

が発見され,セイヨウミツバチを用いた養蜂が

この病気の新たな防除薬の開発なしに成り立っ

ものかどうか疑わしくなっている.この時期に

日本ではある抗生物質がアメリカ腐姐病の予防

目的に使うことが初めて認可になった (訳注

本誌 55ページ参照).

世界中のあらゆる地域の養蜂家が腐岨病の予

防と治療に抗生物質を利用 したいと期待してい

るが,ここでは薬品を用いないでこの病気をい

かにうまく防除しているかという実例を,ニュ

ージーランドを例にあげて報告したい.ニュー

ジーランドではミツパテに抗生物質を給餌して

腐姐病を防除することは法律で禁止されてい

る.そのため養蜂家が蜂群管理においてオキシ

テトラサイクリン (テラマイシン)やスルファ

チアゾール (サルファ剤)を用いたことはない.

この病気の防除は,病気の感染 リスクを低下さ

せる蜂群管理法と感染が確認された蜂群の焼却

処分によって行われている.

なぜニュージーラン ドの養蜂家は

腐姐病の防除に抗生物質を用いないか

ニュージーランドで抗生物質を腐姐病 (以下

アメリカ腐岨病のこと)の防除に用いない最大

の理由は,日本向けに養蜂生産物を輸出する場

面で得られる優先権があげられる.小売りの-

チミツやローヤルゼリー中にオキシテトラサイ

クリンが残留 し得ることはすでに報告され

(MatsukaandNakamura,1990;訳注 ミツ

パテ科学 14(3):97-104参照),このため日本

CliffVanEaton

政府の監督機関は輸入養蜂生産物について抗生

物質の残留証明書の提示を強く求めている.と

ころが,ニュージーランドでは薬剤防除の禁止

が徹底されているので,ニュージーランドから

の輸入品には抗生物質の残留検査が必要とされ

ていない.ニュージーランドの養蜂家は,自分

たちが生産する-チミツ,プロポリス,および

花粉の純粋さが日本政府に認知されていること

を栄誉だと考えている.

ニュージーランドの養蜂家は腐岨病の防除や

根絶にあたって,抗生物質利用が養蜂管理技術

の代わりにはならないことを確認している.抗

生物質の給餌は,すでに発症 している腐姐病の

感染を巣箱の中から完全になくすことを保証 し

ているわけではなく,特に通常の商業養蜂での

飼養管理下におかれている場合には病気は根治

しな い (Hornitzky,1990;Wilson eta1.,

1973;MathesonandReid,1992).実際に,

日常管理の中で抗生物質が用いられている北米

の数州や自治体で,政府補助金による蜂病検査

が行われていてさえ,腐岨病の発生は,この病

気に対して抗生物質の使用が法律で禁止されて

いるニュージーランドと大体同じか,あるいは

多いくらいである (Rendall,1981;Mungari

andJamnback,1991).

腐岨病の防除に抗生物質を使うかどうかとは

無関係に,感染した蜂群の管理をしないか,管

理状態が悪い場合には腐姐病が継続的に発生

し,新たな感染を引き起こすアメリカ腐姐病菌

Paenibacilluslaruaeの芽胞が残存することに

なる.したがって多くの国の養蜂家は自分の蜂

群を,近在の養蜂家のもしかしたら防除が充分

に行われていないかも知れない蜂群から守る必
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要があると思い,近所で発病 した蜂群からの感

染を防ぐために抗生物質に頼ることになる.そ

の結果,抗生物質給餌への依存が高まり,養蜂

家は腐姐病による経済被害を避けるために延々

と抗生物質を与え続けなければならない羽目に

陥る (ShimanukiandKnox,1994).しかし

ながら抗生物質が腐姐病予防の目的で日常的に

用いられている地域においてさえ,薬剤使用を

中止すると10-20%もの蜂群が発病するといわ

れ て い る (Hornitzky, 1989;Cantwell,

1980).

最近,ニュー ジーラン ド全国養蜂家協会

(NBA)は,生物安全法の後押 しのもとにニュ

ージーランド政府から,業界主導で腐姐病に対

する病害管理法を行使できる権利を委ねられた

(NBA,1996).新 しい方法の正式な承認を得る

過程では,ニュージーランド式の薬剤不使用の

防除法と抗生物質による防除法 (さらにそれぞ

れ法的な蜂病検査事業を加えたものと加えない

もの)の対コスト評価分析 も含まれていた.こ

の分析の結果,結局認可を得ることになった薬

剤不使用による病害管理法よりも,抗生物質を

使用する場合には,蜂病検査を義務づけても義

務づけなくても,ニュージーランドの養蜂業に

とってコストが増大することが明らかになった

(Meister,andSalt.1995).
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現在まで何年 も腐姐病に対 して抗生物質を日

常的に使ってきた国で抗生物質の使用をやめた

ときに起 こるであろう一時的な被害は別にし

て,薬剤不使用による防除法に較べて,抗生物

質の利用は実際に養蜂管理の経費を増大させる

ばかりで,蜂群の損失を有意に減少させること

にはならないといえる.

ニ ュージーラン ドの腐姐病防除対策

ニュージーランドの養蜂業界は長年,政府の

援助と指導による腐姐病対策事業に頼り続けて

きた.これには毎年の全蜂場登録や腐姐病発生

の届け出,蜂病対策研修,政府およびボランテ

ィア養蜂家による無作為,あるいは抽出対象に

対する蜂群検査が含まれている.こうした事業

の腐姐病の発生に対する効果は善 し悪 しであっ

た.というのも,各事業への予算がまちまちで

あること,養蜂業界からの直接の働きかけがな

かったこと,政府側からの事業委託がいろいろ

な段階に及んで一定ではなかったことなどが原

因である (VanEaton,1999).

実際に, ニュージーランドでは 1985年から

1991年にかけては腐姐病発生率が高 くなって

いて,催病報告数は前年の 130%に達 している

(図 1).これは,政府補助による腐岨病対策事

業の段階的な縮小と同期 しており,またニュー
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図 1 ニュージーランドにおけるミツパテ飼養群数 (○)とアメリカ腐姐病発

生率 (●)の推移 (1964-1999).ここでいう腐姐病発生率は全登録蜂群

数で腐姐病の発生が報告された蜂群数を除算したものである.



ジーランドの主要作物であるキウィフルーツの

花粉媒介の需要が急速に増大し,蜂群数が増え

た時期にも当たる.1980年代にはニュージー

ランドの蜂群数は7年間に実に45%も増えて

いるのである (VanEaton,1992).

1991年,ニュージーランド政府の政策が変

わり,農産業においては病害対策を自助努力で

行うよう要請があったのを受けて,腐姐病の発

生率を低減させるための対策事業が一斉に始め

られた.実作業には政府の関係機関の人材が現

在でも関与しているが,すべての事業は全国養

蜂家協会が予算化し計画実行している.政府の

検査官との問には実に詳細な契約書が交わされ

ていて,彼らの作業が事細かに調整されている.

この対策事業には,政府の検査官による1年

間に全国の4%の蜂群の蜂病検査,さらに4%

に対する養蜂協会のボランティア養蜂家が政府

の検査官の指導のもとで行う検査,実際に腐姐

病の感染があった養蜂家に対する個別指導,お

よび-ミルトンのルアクラ研究所のマーク･グ

ッドウィン博士の研究チームによる研究活動な

どが含まれている.この研究は,腐姐病の蔓延

に関与する要因と (Goodwin eta1.,1993a;

1993b;1994a;1994b)ミツバチ体内や生産物

中に含有されるアメリカ腐姐病菌の芽胞の検出

法 の単 純 化 (Goodwin and Van Eaton,

1992)を主眼にしている.

あらゆる面からみて,この業界主導型の腐姐

病対策事業はこれまでにない成果を収めてい

る.事業開始後 7年間,腐姐病の発生届け出数

は毎年平均 して 12%ずつ減少 し,はじめは1

年間に1.2%の蜂群で発生 していたものが,

1999年には0.3%にまで減少 している.現在

は,過去 22年間で最低の発生率で,ニュージ

ーランドの腐姐病統計上 も史上第 3位の低発

生率となっている (VanEaton,2000).

腐虫且病根絶に向けてニュージーラン ド

の養蜂家が していること

ニュージーランドの養蜂家がアメリカ腐姐病

の根絶を目指して用いている方法はきわめて単

純かつ率直なもので,詳細は養蜂家協会が出版
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した書籍の中に述べられており,ニュージーラ

ンド中の養蜂家に配布されている (Goodwin

andVanEaton,1999).この方法は次の部分

からなっている.

･日常的かつ定期的な腐姐病検査

･腐姐病の蔓延を防ぐための隔離所を利用し

た蜂群管理

･腐姐病の病徴の認められた蜂群の滅却

･腐姐病発生時の巣箱や蜂具の消毒

上記の方法は,ほとんどの腐姐病発生は感染

した蜂群に対する養蜂管理に原因があるという

ことを前提としている.したがって,腐姐病の

発生はそうした管理を変えていくことで減少で

きるということになる.

腐姐病の発生を減少させる

蜂病検査の回数増加

腐姐病の発生の減少は,蜂病検査の回数を増

やし,頻度を上げ,より集中的に行い,また検

査時期をより多くの感染蜂群を早期に見つけら

れるようにすることで達成できるであろう.ニ

ュージーランドの養蜂家は長年,巣箱を開ける

ときにはいっでも蜂児巣板をよく見るようにと

奨励されてきた.侍に巣箱から何か (蜂児巣板,

貯蜜,継ぎ箱など)を取り出してすぐに,ある

いはあとで別の巣箱に移すときには必ずそうす

るようにいわれてきた.実際,この国では腐姐

病の発生率が低い養蜂家でさえが,通常採蜜中

や直後に蜂病検査をしているのが見受けられ

る.

ニュージーランドにおける事例報告では蜂病

検査の頻度を上げることと検査を徹底すること

で腐姐病の発生率が低くなることが示されてい

る.これは,このような頻繁で徹底的な検査に

よって腐姐病菌が大量の芽胞を形成し,他の蜂

群に蔓延する前,つまり感染が初期のうちに腐

姐病を発見できるからである.

腐姐病の発生を低減させる

養蜂管理の変化

ニュージーランドで腐姐病の根絶にもっとも

貢献度の高い養蜂管理技術は隔離である.隔離
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にはアメリカ腐姐病菌の芽胞を運ぶ可能性のあ

る蜂具その他の出入を制限しまた記録すること

も含まれている.主にふたっの隔離方法があ

り,ひとっは蜂場隔離で,もうひとつは蜂群隔

離である.

ニュージーランドの一部の養蜂家は通常採蜜

の時に蜂場隔離を用いている.彼らは蜂場ごと

に集められた貯蜜枠に印をして,巣枠が翌年同

じ場所に戻るようにするか,翌春腐姐病検査の

結果,感染がないことが確認された蜂場のもの

を一般的な用途のために用いるようにしている

蜂場隔離は通常管理の中でも用いられ,腐姐

病の大発生があったときにだけのものではな

い.いざ腐岨病が問題になったときに,他の蜂

場へ峰具などを経由して病気が広がらないこと

を保証する手だてである.

巣箱隔離はもっと時間のかかる方法だが,自

分の蜂場で腐姐病の発生があった場合に養蜂家

が行うものである.巣箱隔離は巣箱の内容物

(巣板,隔王板,給餌板など)はそれぞれの巣箱

ごとにとどめおき,あるいは番号をっけてどの

巣箱のものかがわかるようにして,それらが同

じ巣箱で翌年も使われるようにする.このよう

な隔離によって,蜂場で最後に腐姐病が発見さ

れてから1年半にわたって安全な巣板の出入

を守る.

図 2 巣箱を熟パラフィンに漬ける

腐姐病の隔離と危険な蜂具

腐岨病隔離においては,病気の危険性の低い

蜂具や方法に重点をおくよりも,何より腐姐病

菌の芽胞を伝播させる可能性のあるものの動き

を制限することが肝要である.

研究によれば,芽胞に感染した蜂群のすべて

が腐姐病を発症するわけではなく,ある程度の

芽胞濃度でなければ蜂群は病気として腐岨病を

発症しない.蜂異類で最も感染レベルの芽胞を

運びやすいのは,1)採蜜後の貯蜜用継ぎ箱 (腐

姐病感染群からそれと知 らずに健常群に戻さ

れ,通常翌シーズンに発病),2)蜂児および貯

蜜枠 (潜伏期間中-黙視による診断ができない

程度の感染群から健常群への移動)のふたっで

ある (Goodwineta1.,1993b).

ある蜂具や状況が腐姐病の蔓延の重要な原因

とされているが,例えば,-イブツール,燥煙

器,手袋 (MathesonandReュd,1992),巣門

前 の土壌 (Gochnauer,1981),巣礎 (Goo-

dwineta1.,1993b),あるいは女王蜂 (Wilson

andAIzubaidy,1975) などは実際にはほと

んど,あるいはまったく感染レベルの芽胞を媒

介してはいない.感染蜂群から健常群への働き

蜂の迷い込みも腐姐病感染の原因とはいいきれ

ない (Goodwineta1.,1994a).また野生群は

管理されている蜂群から腐姐病をもらうことは

あるが,その逆はそれほどない (Goodwinet

a1.,1994b).

腐姐病が発生 した場合の蜂具の消毒

ニュージーランドにおける腐姐病防除の一部

には,この国で開発された腐岨病が発生した巣

箱などの木製品の消毒がある.この方法は,木

製品を最低でも160℃に熟したパラフィンに最

低 10分間浸潰するものである (図2).これが

アメリカ腐姐病菌の芽胞を死滅させる数少ない

有効な方法のひとつであることが研究の結果示

されている.しかし,時間と温度がきわめて重

要で,そのいずれかが足りないだけでも生きた

芽胞が相当数残ることになる (Goodwin and

Haine,1998).



ほとんどのニュージーランドの養蜂家は,宿

姐病に罷った蜂群の継ぎ箱,蜂児箱,および蓋

を消毒 している.この消毒方法はごくごく初歩

的なもので,養蜂家が自分の家で準備をし,実

作業もできる.パラフィン消毒はまたカビによ

る木部の傷みを防 ぐという利点 もある.しか

し,熟練 した者でないと危険な方法にもなりう

る.特に熟しすぎて吹きこぼれたパラフィンは

火災のもとになり,これは消火するのが困難で

ある.

腐姐病の根絶の実例

ニュージーランドにおける腐姐病発生の低

減,あるいは根絶のための薬剤不使用による防

除方法の有効性は,ホークスベイ地方の養蜂企

業が過去 35年にわたって記録 した腐姐病発生

状況によく表れている (図 3).この企業はこの

期間に2度のアメリカ腐姐病の大発生を経験

している.一度目は1973年に始まり,2度目

は1989年に始まった. この時はいずれも他の

養蜂家から貯蜜用の継ぎ箱を購入 している.そ

れにもかかわらず,見つけて焼却処分するとい

う一検査,蜂群および蜂場の隔離,および蜂異類

の消毒を行っただけで,この企業は国際的に獣

医学的水準での無病 レベル (病気フリー,年間,
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-所有者または企業当たり0.2%の動物あるい

は蜂群が発病)での蜂群管理を維持 し,過去 34

年間に27回,この最近 10年間では毎年 この

水準を保っている.

重要なことは,この低い腐姐病発生率を,

7000群以上の蜂群で移動養蜂を行っている大

規模な企業が成し遂げていることである.相当

数のこの企業の蜂群が, リンゴやキウィフルー

ツの花粉媒介のために,他の所有者の蜂群も近

接 してたくさん置かれている果樹園に持ち込ま

れる.つまり,腐姐病の感染の可能性が高いこ

とになる.また年最低でも2回は採蜜のために

蜂群を移動する.それにもかかわらず過去 4年

間,この7000群ではたった 1群の腐姐病感染

も見られなかった.

腐姐病の根絶のための

薬剤を用いない管理計画

全Eg養蜂協会はニュージーランドの養蜂家が

アメリカ腐姐病を根絶するための管理計画を用

意した.これには,趣味養蜂家,副業家,およ

び専業家ごとに向けた選択肢および,腐姐病の

発生率に応じた選択肢がある (Goodwinand

VanEaton,1999).

年間の腐姐病発生率が安定 して 1%の養蜂企

● ●● ●
･/I/.i i_/.i__A_ 無病レベル

●●●●●●●●
1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995

年度

図 3 ニュージーランド･ホークスベイのある養蜂企業 (7000群規模)の｣腐

姐病発生の推移.
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業の場合は,病気が根絶 しつつあると思っては

いけない.発生率が安定 していることはすでに

罷っている蜂群が見つかって処分されるのと同

じ速さで新たな感染が起きているということに

なる.大発生を避けるためにはさらに警戒が必

要で,さらに腐岨病発生率を下げるべく管理方

法を変えていかなければならない.

養蜂企業はアメリカ腐姐病の防除方法を養蜂

要員に教えたり,その作業を監督する上で問題

を抱えることがある.そのようなときは全員に

対する腐岨病検査講習会を年度豆削こ行うべきで

ある.また養蜂要員には,かれらの現場作業員

からいっでも彼 らが見つけた峰児の異常につい

ての報告に耳を傾けるように奨励 しておくべき

である.

養蜂企業のためのよい病気根絶管理計画には

以下の項目が含まれる.

･蜂児圏が拡大途上の早春期に全群の全蜂児

巣板に対する腐姐病検査を行うこと.

･春期にあと2回は最低 3枚の蜂児巣板の

腐姐病検査を行うこと.

･もしアメリカ腐姐病がその企業内で低い発

生率で発生 していて,また発生率が一定

か,増加 しているのであれば,一度に検査

する蜂児巣板の数を増やして全巣板の検査

とすること.

･春期に巣箱内の何かを蜂群問で移動した場

合には全蜂児巣板の蜂病検査を行うこと.

･腐岨病が発生 した場合には即刻焼却処分と

し,巣箱などの木製品は熟パラフィン浸潰

(160℃10分間)で消毒すること.

･蜂場隔離を行い,特に貯蜜用継ぎ箱に注意

を払うこと.

･ある蜂場で腐姐病が大量発生 した場合には

18か月は巣箱隔離を行うこと,

･もしそれ以降の 18か月に腐姐病の発生が

みられない場合には蜂場隔離に戻る.

･季節を通 じて盗蜂傾向があった場合には,

それぞれの巣箱の全蜂児巣板の検査を行

う.特に羽化しなかった有蓋蜂児を集中的

に検査すること.

･腐姐病発生記録は正確に残すこと (下方,

上方修正 しない)

蜂場隔離および蜂群隔離は,定飼で採蜜を行

う企業の場合,腐姐病の発生率を低減させる有

効な方法である.花粉交配や移動養蜂を行う養

蜂家の場合,このような隔離を用いない方法

か,蜂群の移動の詳細な記録を用いるといった

根絶管理計画を考案する必要がある.

移動養蜂においてもし腐岨病が低いが一定の

発生率で見られる場合,管理計画は各スタッフ

を訓練し,また作業管理を向上させ,腐姐病検

査の回数 (特に春の建勢期と秋)を増やすこと

が望ましい.

もし腐姐病の発生率が高いなら,また増加す

るようであれば管理方法を変え,まず病気の発

生が見られた蜂場を隔離 し,これらの蜂場から

の蜂具などの出入に充分な注意を払う必要があ

る.この際,蜂群の強さをそろえようなどとは

思わないことが重要である.各巣箱はそれぞれ

ひとつずつの単位で管理 し,ある巣箱から別の

巣箱に何かを移動 してはならない.もしその蜂

群が花粉交配に足る大きさにならないなら,蜂

場に残す.もし花粉交配には大きすぎるという

場合には,ここから交尾群を分ける.この場合

も巣板を他の巣箱のものと混ぜたりしないで,

その後のために巣箱と交尾箱に印を付けておく

とよい.

(著者の住所は下記参.H.Tj.) (翻訳 中村 純)

訳注 筆者はニュージーランドのプレンティ湾地域

で,農水省の艶峰担当職員として業務に就いている

1991年から1998年までは全国養蜂協会との契約で

腐姐病対策事業の役員を務めた.また同協会におい

て腐姐病対策事業のコンサルタントとしての業務に

も努めてきた.Goodwin博士との共著 ｢薬剤を用い

ない腐姐病の防除｣(1999年,US$10)の著者でも

ある.
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RecentRndillgSOfantibiotic-resIStantStrains

ofPaenibacilluslarvaelarvae,thecausativeor-

ganism of Amel~ican foulbrood (AFB)have

calledintoquestlOnthecontinuedprofitability

ofApISmelliferabeekeepingwithoutthedevell

opmentofnew antユbiotlCStOCOntrOlthedis-
ease.

However,NewZealandisanexampleofllOW

non-drugmetllOdscanbeusedsuccessfullyto

controlAFB.New Zealandbeekeepersdonot

useantibioticsbecausethelrreSldueイreebee

productsreceivepreferl'edaccesstocountries

suchasJapan.Theyalsodonotbelievethat

antiblOtics can be a totalreplacemellt for

beekeeping managemelltmethods,sinceAFB

levelsil一COuntrieswheredrugfeedingiswlde-

spreadal-eequaltoorgreaterthallinNew

Zealand,wherealltibioticcontrolofAFBisllle-

gal.Anindependentcost-bellefitstudyhasalso

shownthatantibioticfeedingprogramsWOuld

bemol~ecostlytoNewZealandbeekeepersthan

non-drugmethods

New ZeaJandhasanorganizedAFBdisease

control proglーam, fun°ed by the llational

beekeeplng aSSOClatlOn,thatIncludes annual

registrationofaplal.leS,thereportingofallAFB

casesbybeekeepe1-S,diseasecontroleducation,

AFB research,alld tllerandom alldtargeted

lnSpeCtlOnOfbeehivesbybothgovernmentIn-

spectorsandvolunteerbeekeepel~Inspectors.

In tllePeriod 1990-1999,AFB incidence in

New Zealanddecreasedbyanaverageof12%

perannum,from 1.2% ofbeehivesatthebegln一

mngOftheperiod,to0.3% in1999(thelowest

levelofAFB in22years). Thegoa一0fthe

curl~entCOntrOlprogram 】stoeventuallyelimi-

llateAFBfrom allmanagedbeehlVeSlnNew
Zealand

ControlofAFB lnNew ZealandlSth1-0ugh

the lllanagementOfbeehlVeS tO reduce the

spreadofthedlSeaSeanddestructionofcol-

oniesthatal-efoundtobeinfected. A major

managelllentcomponentistheuseofquaran-

tine(hiveandapiary)tocontrolthemovement

ofmatel-ials(brood,llOney,extracted supers)

withthepotentialtocarryinfectivelevelsof

disease Spores. Illfected beehive parts are

sterlllZedbyemersioninhotparaLfinwax(10

minutesat160oC) Frequentand thorougll

broodinspectionisalsoessential.

A casestudy,togetherwitlla1-eCOmmended

managementplan taken from theauthor's

bookonnon-drugAFBcontrol,isincluded.




